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第５章 教職員 
第１節 教職員の人事 

 

１ 学級編制と教職員定数 

⑴ 公立小学校及び中学校 

① 令和６年度公立義務教育学校の学級編制の基準は次のとおりである。 

学級編制の基準 

校種 学校編制の区分 一学級の児童又は生徒数 

小学校 

① 同学年の児童で編制する学級 

（※第６学年で編制する場合） 

（ただし、特に必要があると認められる場合

に限り学級編制の弾力化を行うことができ

る） 

35 人 

（40 人） 

② 二の学年の児童で編制する学級 

（※第１学年の児童を含む場合） 

16 人 

（8 人） 

③ 学校教育法第 81 条に規定する特別支援学級 8 人 

中学校 

① 同学年の生徒で編制する学級（ただし、特に

必要があると認められる場合に限り学級編制

の弾力化を行うことができる） 

40 人 

② 二の学年の生徒で編制する学級 8 人 

③ 学校教育法第 81 条に規定する特別支援学級 8 人 

 

② 令和６年度沖縄県学校職員定数条例は次のとおりである。 

公立小学校・中学校職員定数 

 小学校 中学校 計 

校長･教諭等 6,351 人 3,669 人 10,020 人 

養護教諭 277 人 139 人 416 人 

学校栄養職員 83 人 35 人 118 人 

事務職員 330 人 180 人 510 人 

計 7,041 人 4,023 人 11,064 人 
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⑵ 県立学校 

  ① 令和５年度学級編制基準は次のとおりである。 

    ア 高等学校 

区分 学科 １学級の生徒数 

全日制 

普通、商業、家庭、英語、国際、 

農業、工業、水産、調理、福祉、総合、理数、

体育、芸術、情報、環境 

40 人 

定時制 普通、農業、工業、商業 40 人 

    イ 特別支援学校 

区分 一般学級 重複障害学級 訪問学級 

幼稚部 

小学部 

中学部 

高等部 

（高等部単独校） 

（産業科・専攻科） 

５～８ 

６ 

６ 

８ 

10 

10 

－ 

３ 

３ 

３ 

－ 

－ 

－ 

３ 

３ 

３ 

－ 

－ 

 

  ② 令和５年度教職員数は次のとおりである。 

ア 高等学校 

 校

長 
教

頭 

教

諭 

養

護

教

諭 

舎

監 

実

習

助

手 

事

務 

司

書 

用

務

員 

農

業

補

佐 

船

員 

計 

全日制 58 90 2,769 78 12 273 245 58 79 9 19 3,690 

定時制 1 8 132 8 － 11 11 1 1 － － 173 

通信制 － 3 37 1 － － 4 － － － － 45 

計 59 101 2,938 87 12 284 260 59 80 9 19 3,908 

  イ 特別支援学校 

 校

長 

教

頭 

教

諭 

養

護

教

諭 

栄

養

教

諭 

実

習

助

手 

寄
宿
舎
指
導
員 

事

務 

司

書 

用

務

員 

調

理

員 

学
校
栄
養
職
員 

介

助

員 

計 

幼稚部 

－ － 

18 

－ － － － － － － － － － － 
小学部 454 

中学部 335 

高等部 591 

計 17 30 1,398 33 7 36 138 78 17 20 4 6 50 1,834 
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２ 教職員の採用及び異動 

⑴ 採用及び異動 

令和６年４月における市町村立小中学校及び県立高等学校、県立特別支援学校の教職員の

異動状況は次のとおりである。 

  ① 新規採用状況 ※（）は再任用者内数 

区分 教諭 養護教諭 
栄養教

諭等 
実習助手 

寄宿舎

指動員 
事務職員 現業職員 船員 計 

小学校 298(22) 8(0) 0(0) － － 18(0) － － 324(22) 

中学校 202(23) 4(0) 0(0) － － 12(0) － － 218(23) 

高等学校 58(1) 1(0) 0(0) 6(0) 0(0) 10(0) 0(0) 3(0) 78(1) 

特支学校 37(1) 1(0) 1(0) 2(0) 2(0) 2(0) 0(0) － 45(1) 

計 595(47) 14(0) 1(0) 8(0) 2(0) 42(0) 0(0) 3(0) 665(47) 

 

② 人事異動 

ア 市町村立学校の定期人事異動（教諭のみ） 

校種 地区 
定数 異動の種類 異動率 

（Ａ） 管内 管外 県立等へ 退職 計(B) (B/A)% 

小
学
校 

国頭 482 65 29 0 8 102 21.2 

中頭 1,568 247 45 0 50 342 21.8 

那覇 1,290 181 57 0 19 257 19.9 

島尻 922 146 29 2 32 209 22.7 

宮古 228 36 14 1 4 55 24.1 

八重山 274 44 33 0 5 82 29.9 

計 4,764 719 207 3 118 1,047 22.0 

中
学
校 

国頭 264 41 14 0 4 59 22.3 

中頭 797 113 23 5 24 165 20.7 

那覇 654 100 21 3 7 131 20.0 

島尻 518 83 13 1 16 113 21.8 

宮古 132 20 4 0 2 26 19.7 

八重山 165 17 17 2 1 37 22.4 

計 2,530 374 92 11 54 531 21.0 

※「異動の種類」の「県立等へ」には、県立学校や国立学校の他、行政等への異動者も含む。 
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イ 校種別・地区間交流者の状況 

ａ 小・中学校の地区交流者（教諭のみ） 

地区 国 頭 中 頭 那 覇 島 尻 宮 古 八 重 山 計 

国 頭 か ら  20 9 11 0 3 43 

中 頭 か ら 23  12 10 3 20 68 

那 覇 か ら 6 19  28 15 10 78 

島 尻 か ら 5 11 14  5 7 42 

宮 古 か ら 1 5 8 3  1 18 

八重山から 1 25 14 10 1  51 

計 36 80 57 62 24 41 300 

前 年 度 29 67 66 51 16 50 279 

 

ｂ 高等学校地区間交流者数（教諭のみ） 

地区 北 部 へ 中 部 へ 那 覇 へ 南 部 へ 離 島 へ 計 

北部から  14 12 5 2 33 

中部から 9  30 11 13 63 

那覇から 10 34  21 18 83 

南部から 4 8 24  8 44 

離島から 1 19 22 7 1 50 

計 24 75 88 44 42 273 

前 年 度 41 96 105 43 42 327 

 

ｃ 特別支援学校地区間交流者数（教諭のみ） 

地区 北 部 へ 中 部 へ 那 覇 へ 南 部 へ 離 島 へ 計 

北部から  6 1 3 0 10 

中部から 4  16 13 5 38 

那覇から 4 11  14 8 37 

南部から 3 7 11  5 26 

離島から 0 3 1 5 0 9 

計 11 27 29 35 18 120 

前 年 度 9 28 25 44 16 122 

 

ウ 校種間交流者数（教諭のみ） 

校種 小・中学校 高 等 学 校 特別支援学校 計 

小 ・ 中 学 校  6 8 14 

高 等 学 校 0  17 17 

特 別 支 援 学 校 13 12  25 

計 13 13 25 51 

前 年 度 21 7 9 37 
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エ 高等学校職種異動状況（県立） 

職種 
区分 

校長 教頭 事務長 教諭 養護教諭 事務職員 その他 計 

退職 6 2 5 47 1 4 9 74 

転任 13 40 19 437 13 29 41 592 

昇任 13 6 － － － － － 19 

採用 － － － 57 1 10 9 77 

計 32 48 24 541 15 43 59 762 

 

オ 校長への昇任状況 

教 育 事 務 所 国 頭 中 頭 那 覇 島 尻 宮 古 八 重 山 計 

合
計 校 種 別 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

採 用 者 数 7 4 20 12 6 1 7 5 5 5 9 2 54 29 83 

 

カ 教頭への昇任状況 

教 育 事 務 所 国 頭 中 頭 那 覇 島 尻 宮 古 八 重 山 計 

合
計 校 種 別 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

小
学
校 

中
学
校 

採 用 者 数 7 6 15 13 9 12 6 7 6 6 4 6 47 50 97 

 

キ 新規採用者数（教諭のみ） 

事項 
地域別 

地区 新 規 採 用 

小 学 校 

国 頭 27 

中 頭 83 

那 覇 74 

島 尻 64 

宮 古 14 

八 重 山 14 

小 計 276 

中 学 校 

国 頭 22 

中 頭 50 

那 覇 40 

島 尻 42 

宮 古 13 

八 重 山 12 

小 計 179 

合 計 455
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ク 転任者数 

校 種 校 長 教 頭 教 諭 養 護 事 務 そ の 他 計 

小 学 校 99 112 1,271 75 83 22 1,662 

中 学 校 57 76 737 28 39 33 970 

高 等 学 校 13 40 437 13 48 41 592 

特 支 学 校 5 11 190 6 11 29 252 

計 174 239 2,635 122 181 125 3,476 

 

ケ 特別支援学校職種異動状況（県立） 

校種 

職種 
特別支援学校間 

小中学校 高等学校 
退職 採用 計 

転出 転入 転出 転入 

校 長 5 － － － － 1 － 6 

教 頭 11 － － － － 1 － 12 

教 諭 190 13 8 12 17 29 36 305 

栄 養 教 諭 2 － － － － － － 2 

養 護 教 諭 6 － － － － －1 2 9 

寄 宿 舎 指 導 員 20 － － － － 2 3 25 

実 習 助 手 3 － － － 3 1 － 7 

栄 養 士 2 － － － － － － 2 

事 務 ・ 現 業 12 － － 2 5 4 － 23 

計 251 13 8 14 25 39 41 391 

 

⑵ 退職 

令和６年度校種・職種別退職者数（令和７年３月 31 日付け退職者）（再任用の退職者を除く） 

区分 校長 教頭 教諭 養護教諭 実習助手 
寄宿舎
指導員 事務 栄養職員 現業職員 船員 計 

小
学
校 

定 0 0 69 4 － － 4 1 － － 78 

早 0 0 0 0 － － 0 0 － － 0 

普 24 4 75 7 － － 3 4 － － 117 

中
学
校 

定 0 0 60 1 － － 1 0 － － 62 

早 0 0 0 0 － － 0 0 － － 0 

普 15 1 55 5 － － 0 0 － － 76 

高
校 

定 0 0 43 0 2 － 2 － 3 0 50 

早 0 0 0 0 0 － 0 － 0 0 0 

普 3 3 47 1 4 － 9 － 0 0 67 

特
支 

定 0 0 12 0 1 1 0 0 3 － 17 

早 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － 0 

普 1 1 11 0 0 4 3 0 0 － 20 

計 

定 0 0 184 5 3 1 7 1 6 0 207 

早 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

普 43 9 188 13 4 4 15 4 0 0 280 

合計 43 9 372 18 7 5 22 5 6 0 487 
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⑶ 選考試験 

① 教員候補者選考試験 

令和６年度に実施した教員候補者選考試験の内容は、次のとおりである。 

（単位：人、倍） 

校種 志願者数 １次試験受験者数 合格者数 受験倍率 

小学校 766 (420) 694 (377) 266 (160) 2.6 倍 

中学校 794 (335) 734 (307) 171 (77) 4.3 倍 

高等学校 746 (273) 707 (260) 59 (19) 12.0 倍 

養護教諭 175 (175) 159 (159) 5 (５) 31.8 倍 

特別支援学校 163 (108) 151 (99) 21 (16) 7.2 倍 

合計 2,644 (1,311) 2,445 (1,202) 522 (277) 4.7 倍 

※各項目のかっこ書きの数値は女性の数で内数 

 

② 実習助手及び寄宿舎指導員候補者選考試験 

令和６年度に実施した実習助手及び寄宿舎指導員候補者選考試験の内容は、次のとおりである。 

（単位：人、倍） 

 志願者数 受験者数 合格者数 受験倍率 

実
習
助
手 

普通教科 45(35) 40(31) ４(４) 10.0 

農業 20(６) 19(５) １(０) 19.0 

工業 ６(０) ４(０) ２(０) 2.0 

水産 - - - - 

計 71(41) 63(36) ７(４) 9.0 

寄宿舎指導員 23(６) 21(５) ２(１) 10.5 

※各項目のかっこ書きの数値は女性の数で内数 

 

③ 船員等候補者選考試験 

（単位：人、倍） 

 志願者数 受験者数 合格者数 受験倍率 

機関士 ２(０) ２(０) ２(０) 1.0 

通信長又は通信士 - - - - 

機関員 ２(０) ２(０) １(０) 2.0 

甲板員 ２(０) ２(０) １(０) 2.0 

司厨員 ２(１) ２(１) １(０) 2.0 

合計 ８(１) ８(１) ５(０) 1.6 

※各項目のかっこ書きの数値は女性の数で内数 
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④ 管理職選考試験 

令和６年度に実施した管理職候補者選考試験の内容は次のとおりである。 

（単位：人、倍） 

校種 志願者数 受験者数 合格者数 受験倍率 

校
長 

小中 137 (20) 136 (20) 65 (12) 2.1 

特支 11 (４) 10 (４) ３ (２) 3.3 

高校 60 (９) 59 (９) 16 (３) 3.7 

教
頭 

小学校 94 (20) 93 (20) 51 (14) 1.8 

中学校 121 (35) 121 (35) 34 (14) 3.6 

特支 20 (２) 20 (２) ７ (０) 2.9 

高校 91 (19) 91 (19) 24 (４) 3.8 

合計 534 (109) 530 (109) 200 (49) 2.7 

※各項目のかっこ書きの数値は女性の数で内数 

 

 

３ 懲戒処分・分限 
令和６年度に行った懲戒及び分限処分者は次のとおりである。 

⑴ 懲戒処分等 

区分 
件数

(件) 

懲戒処分の種類（人） 
訓告等 

合計

(人) 免職 停職 減給 戒告 小計 

下記以外に係るもの 27 1 2 0 0 3 24 27 

体罰等に係るもの 10 0 0 1 0 1 9 10 

交通事故等に係るもの 12 0 6 0 0 6 6 12 

                       

⑵ 分限処分 

区分 

分限処分の種類 

合計 
免職 

休職 

その他 降給 条例で定める事由に

よる休職 

起訴

休職 

病気休職 

全体 うち精神性疾患 

分限処分 ０ ０ ０ 388 247 2 ０ 390 
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４　教員の免許

　　令和６年度中における授与件数は次のとおりである。

小
学
校

中
学
校

高
等
学
校

特
別
支
援
学
校

幼
稚
園

養
護
教
諭

栄
養
教
諭

自
立
教
科
等

計

5 35 46 0 2 3 0 - 91

211 326 419 24 41 29 9 0 1,059

56 2 - 214 278 10 2 0 562

112 139 85 10 5 2 0 0 353

11 3 1 - - - - 0 15

395 505 551 248 326 44 11 0 2,080

⑵　免許教科外教科担任許可件数

　　令和６年度中における許可件数は次のとおりである。

学科

教科

地歴 17 地歴 0

公民 11 公民 1

18

1

16

0

1

332

10

0

0

52

62

0

0

1

13

計

8

36

9

8

12

85

0

0

0

0

2

0

0

0

0

0

1

0

0

16

1

0

0

－

253

1

－

－

－

0

－

0

18

－

－

52

62

0

0

0

77

0

区分

国語

社会

7

専修免許状

保健

福祉

計

外国語

職業指導

工業

水産

情報

商業

技術

農業

0

10

－

－

中学校

0

0

85

特別免許状

看護

工芸

保健体育

書道

高等学校 特支学校

1 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

⑴　免許状授与件数（令和６年４月１日～令和７年３月31日）

0

0

7

12

－ 13 0

0

0

職業

0

0

数学

理科

音楽

9

8

美術

家庭

一種免許状

二種免許状

臨時免許状

計
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⑶ 免許法認定講習 

県は、教員の資質向上のため、毎年夏季の学校の休業日を利用して、免許法認定講習を

実施している。 

令和６年度の実施状況は次のとおりである。 

 

会場名 
インターネット 

(同時双方向型による遠隔講習) 
（指導）大学名 国立大学法人琉球大学（修士課程名） 

講習人員(会場ごとの合計) 1,113 人（延べ数） 

 

No 
免許状 

の種類 

免許法施行規則に定める科目区分等 
左記に対応する 

開設科目名 

(授業目名) 
授
与
単
位 

講義・実験 

等区分 

及び 

時間数 

成績審査の方法 

①合格に必要な

出席時数 

②成績審査方法 

③評価段階（合否

区分） 

受講 

者数 

講師情報 

科 目 
各科目に含める 

必要事項 

中心となる領域 授与 

単位数 

(合計) 含む領域 

1 特支二種免 
特

支 

特別支援教育の基礎理論に関する

科目 

特別支援教育概

論(R6 認定講習） 

1 
講義 

15ｈ 

①12ｈ以上 

②試験 

③合：合格 

 否：不合格 

249 

(人)  くらしき作陽

大学 

教授  
松崎 保弘 

 
249 

(単位)  

2 

特 支 二 種 免

（ 知 的 障 害

者） 

特

支 

特別支援教育領

域に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の心理、生理及び病

理に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の教育課程及び指

導法に関する科目 

知的障害者教

育総論(R6 認定

講習） 

1 
講義 

15ｈ 

①12ｈ以上 

②試験 

③合：合格 

 否：不合格 

220 

(人)  
琉球大学 

准教授 

城間 園子 
知的障害者 

220 

(単位)  

3 

特 支 二 種 免

（肢体不自由

者） 

特

支 

特別支援教育領

域に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の心理、生理及び病

理に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の教育課程及び指

導法に関する科目 

肢体不自由者

教育総論(R6 認

定講習） 
1 

講義 

15ｈ 

①12ｈ以上 

②試験 

③合：合格 

 否：不合格 

50 

(人)  横浜国立大学 

教授 
徳永 亜希雄 肢体不自由者 

50 

(単位) 
  

4 

特 支 二 種 免

（肢体不自由

者） 

特

支 

特別支援教育領

域に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の心理、生理及び病

理に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の教育課程及び指

導法に関する科目 

肢体不自由者

教育総論(R6 認

定講習） 

1 
講義 

15ｈ 

①12ｈ以上 

②試験 

③合：合格 

 否：不合格 

138 

(人)  

福岡教育大学 

教授 

一木 薫 

肢体不自由者 

133 

(単位)  

5 
特 支 二 種 免

（病弱者） 

特

支 

特別支援教育領

域に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の心理、生理及び病

理に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の教育課程及び指

導法に関する科目 

病弱者教育総論

(R6 認定講習） 

  

1 
講義 

15ｈ 

①12ｈ以上 

②試験 

③合：合格 

 否：不合格 

30 

(人)  
大阪教育大学 

教授 
平賀 健太郎 

 病弱者 

30 

(単位)   

6 
特 支 二 種 免

（病弱者） 

特

支 

特別支援教育領

域に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の心理、生理及び病

理に関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の教育課程及び指

導法に関する科目 

病弱者教育総論

(R6 認定講習） 

1 
講義 

15ｈ 

①12ｈ以上 

②試験 

③合：合格 

 否：不合格 

37 

(人)  京都女子大学 

教授 

滝川 国芳 知的障害者 
37 

(単位) 
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No 
免許状 

の種類 

免許法施行規則に定める科目区分等 

左記に対応す

る開設科目名 

(授業目名) 
授
与
単
位 

講義・実験 

等区分 

及び 

時間数 

成績審査の方法 

①合格に必要な

出席時数 

②成績審査方法 

③評価段階（合否

区分） 

受講 

者数 

講師情報 

科 目 
各科目に含める 

必要事項 

中心となる領域 授与 

単位数 

(合計) 含む領域 

7 

特支二種免（視

覚障害者、聴覚

障害者、知的障

害者、肢体不自

由者、病弱者） 

特

支 

免許状に定めら

れることとなる 

特別支援教育領

域以外の領域に

関する科目 

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の心理、生理及び病

理に関する科目  

重複障害者教

育総論(R6 認定

講習） 

1 
講義 

15ｈ 

①12ｈ以上 

②試験 

③合：合格 

 否：不合格 

247 

(人)  

明星大学 

講師 

大沼 直樹 

重複・発達領域 

247 

(単位) 

視覚障害者、聴覚

障害者、知的障害

者、肢体不自由

者、病弱者 

8 

特支二種免（視

覚障害者、聴覚

障害者、知的障

害者、肢体不自

由者、病弱者） 

特

支 

免許状に定めら

れることとなる 

特別支援教育領

域以外の領域に

関する科目  

心身に障害のある

幼児、児童又は生徒

の教育課程及び指

導法に関する科目 

LD 等教育総論 

(R6 認定講習） 

1 
講義 

15ｈ 

①12ｈ以上 

②試験 

③合：合格 

 否：不合格 

142 

(人)  

沖縄キリスト

教短期大学 

特任教授  

緒方 茂樹 

重複・発達領域 

142 

(単位) 
視覚障害者、聴覚

障害者、知的障害

者、肢体不自由

者、病弱者 
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第２節 教職員の休職状況 
 

１ 教職員の休職状況 

令和６年度における疾患による休職処分者の状況は次のとおりである。 

区分 
公立小学校 公立中学校 県立高等学校 県立特別支援学校 合計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 男 女 計 

精神疾患 32 89 121 30 29 59 16 29 45 7 15 22 85 162 247 

その他の疾患 6 69 75 10 20 30 6 14 20 4 12 16 26 115 141 

計 38 158 196 40 49 89 22 43 65 11 27 38 111 277 388 
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第３節 教職員の給与 
 

１ 給与改定 

令和６年 10月 18日の県人事委員会の勧告では、公民給与の較差が生じていることから、月例

給の引き上げが行われた。また、期末手当・勤勉手当（ボーナス）は、民間の支給割合を踏まえ、

0.10月分引き上げた。 

なお、令和６年５月１日における職種別平均給料月額は次のとおりである。 

職種別平均給料月額状況 

令和６年５月１日現在(単位：人、円) 

区分 
校長 副校長・教頭 教諭等 事務職員等 

人員 平均月額 人員 平均月額 人員 平均月額 人員 平均月額 

小学校 246 447,056 248 427,898 5,862 342,894 402 297,953 

中学校 115 447,234 162 429,765 3,460 347,938 191 295,332 

高等学校 59 474,656 111 454,681 3,343 371,000 337 310,682 

特別支援学校 17 476,035 37 449,773 1,651 353,250 103 296,013 

※「教諭等」とは、主幹教諭、教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、講師、実習

助手及び寄宿舎指導員をいう。 

※「事務職員等」とは事務職員及び学校栄養職員をいう。 

 

２ 退職手当 

令和６年度における退職手当支給対象者数（本務職員）と退職手当支給額は次のとおりである。 

(単位：人、千円) 

区分 
定年退職 応募認定退職 普通退職 計 

人員 支給額 人員 支給額 人員 支給額 人員 支給額 

小学校 121 2,618,273 － － 89 595,589 210 3,213,862 

中学校 98 2,125,824 － － 50 454,558 148 2,580,382 

高等学校 86 1,791,793 － － 45 471,695 131 2,263,488 

特別支援学校 24 516,766 － － 20 137,318 44 654,084 

計 329 7,052,656 － － 204 1,659,160 533 8,711,816 

※「定年退職」には 60 歳到達退職者を含む。 
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第４節 教職員の働き方改革の推進 
 

１ 現状 

  複雑化・多様化し、変化しつづける社会の中で、学校にはこれまで経験したことのない激しい

変化の波が押し寄せている。これまで本県の学校教育を献身的に支えてきた教職員を取り巻く

環境は非常に厳しい状況となっており、長時間勤務の是正やメンタルヘルス対策を含む労働安

全衛生管理の徹底等、喫緊の課題への対策が求められている。 

 

２ 主な取組 

令和５年度に働き方改革推進課を設置し、県内公立学校の全教職員を対象とした業務改善に

関するアンケートを実施して、実効性のある具体的な取組を検討するとともに、施策をより強力

に推進するため、「沖縄県公立学校における働き方改革推進本部」を設置し、全庁体制での取組

を開始した。 

また、令和６年度から８年度までの三年間を集中取組期間とする働き方改革推進計画「みんな

の学校！ピースフル・プラン」を策定し、「私たちのピース・リスト 2023」と題した働き方改革

の具体的な取組目標を掲げて、学校における働き方改革と教職員のメンタルヘルス対策を一体

として全県的な取組を推進した。 

 ⑴ 働き方改革の推進 

・沖縄県公立学校における働き方改革推進本部会議の開催（全三回：６月、11 月、２月） 

・教員業務支援員の配置（実績：県立学校 68 校、市町村立学校 25 市町村 224 校） 

⑵ メンタルヘルス対策の推進 

・公立学校教員のメンタルヘルス対策に関する調査研究事業（文科省補助事業） 

・市町村立学校における労働安全衛生管理体制等に関する調査（県独自調査） 

 

３ 参考 

⑴ 本県における時間外在校等時間月 80 時間超の教職員数と教職員に占める割合（月平均） 

  R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

県立学校 

221.5 人 156.6 人 116.6 人 147.4 人 151.8 人 123.4 人 

3.9％ 2.7％ 2.0％ 2.6％ 2.6％ 2.1％ 

市町村立学校 

423.5 人 383.0 人 285.9 人 276.3 人 202.5 人 190.7 人 

5.5％ 4.0％ 2.9％ 2.7％ 1.9％ 1.8％ 

 

⑵ 本県における教育職員の精神疾患による病気休職者数と在職者に占める割合 

  R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

公立学校 

190 人 188 人 199 人 229 人 268 人 247 人 

1.24％ 1.21％ 1.29％ 1.45％ 1.69％ 1.56％ 
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１　公務災害

　　令和６年度における公務災害の認定状況は次のとおりである。

⑴　認定件数

公務災害 37 19 14 10 0 3 83 1

通勤災害 0 0 0 0 0 1 1 1

計 37 19 14 10 0 4 84 2

⑵　公務災害原因件数

35 19 14 10 0 1 79

0 0 0 0 0 0 0

2 0 0 0 0 2 4

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 1 1

37 19 14 10 0 4 84

２　教職員住宅

北部地区 久米島地区 宮古地区 八重山地区 合　計

92 31 66 65 254

－ － － － －

第５節　教職員の福利厚生

自己の職務遂行中

出張用務遂行中

通勤によるもの

職務遂行に伴う合理的行為中

公 務 上 及 び 通 勤 災 害 該 当 公務上及
び通勤災
害非該当

区分
高等学校中学校小学校 盲・ろう･

特別支援学校 計
本　　庁
出先機関

船　員

  県立学校の教職員住宅については、昭和40年代以降、職員の福利厚生の充実及び円滑な人
事交流に資するため、民間賃貸住宅の少ない地域に建設された。
　宮古・八重山地区に赴任する臨時的任用職員のみを対象として実施していた臨時借受住宅
貸付事業については、稼働率の低下、物件の過剰傾向が見られたことから、令和３年度で終
了した。
　令和６年度末教職員住宅の設置状況（戸数）は次のとおりである。

区　分

建設住宅

借受住宅

小学校

設備の不備又は 管理上の不注意

計

中学校区分 計
本　　庁
出先機関

船　員盲・ろう･
特別支援学校高等学校
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３　公立学校共済組合

⑴　組合員等の状況

　　令和６年度末における組合員等の状況は次のとおりである。

14,489 1,045 16 14 134 0 15,698

3,718 3,249 0 5 66 0 7,038

17 0 0 0 0 0 17

1 0 0 0 0 0 1

- - - - - 277 277

18,225 4,294 16 19 200 277 23,031

⑵　短期給付

　　令和６年度の実績は次のとおりである。

　　令和５年度における公務災害の認定状況は次のとおりである。　①　負担金率・掛金率

　②　収入状況

区　　　分

負 担 金 率

標 準 報 酬 月 額
標 準 期 末 手 当 等

掛 金 率

標 準 報 酬 月 額
標 準 期 末 手 当 等

負 担 金 6,261,318,432 106.40

掛 金 6,112,143,346 104.10

区　　　分 金　額（円） 前年度比(%)
組 合 員 １ 人 当 た り

金　額（円） 前年度比(%)

一 般 組 合 員

短 期 組 合 員

船 員 組 合 員

船 員 短 期 組 合 員

任 意 継 続 組 合 員

合 計 12,498,381,639 105.40 542,676 104.07

89.42

利 息 ・ そ の 他 15,144,620 655.20 666 646.19

396,301任 意 継 続 掛 金 109,775,241 104.10

区　　　分

（単位：千分率）

268,618 103.00

49.16 48.01

49.16 48.01

50.81 46.36

50.81 46.36

- 93.20

275,174 105.28

内　　　訳
対前年度比

男 女

（単位：人）

県 費
市町村
費

職員団
体専従

共済組合 法　人 そ の 他 計

8,583 14,448 286人増

対前年度比
沖 縄 全国

0.61

組 合 員 1 人 当 た り 被 扶 養 者 数

0.79 37人減

一 般 組 合 員

短 期 組 合 員

船 員 組 合 員

船 員 短 期 組 合 員

任 意 継 続 組 合 員

合　　　　　計

総 組 合 員 数

23,031

被 扶 養 者 数

18,189

女子組合員の割合

62.7%
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　③　支出状況

件数 金額（円） 件数 金額（円）

療 養 の 給 付 193,721 2,298,297,648 - -

入院時食事・生活療養の給付 1,748 6,081,129 - -

訪 問 看 護 療 養 の 給 付 87 4,046,463 - -

家 族 療 養 給 付 149,246 1,668,998,282 - -

家族入院時食事・生活療養の給付 1,276 6,183,973 - -

家族訪問看護療養の給付 422 37,387,695 - -

高 額 療 養 給 付 3,239 428,154,151 - -

療 養 費 10,510 42,722,944 - -

入院時食事・生活療養費 - - - -

家 族 療 養 費 3,208 18,867,913 1,865 52,108,100 

家族入院時食事・生活療養費 3 11,850 - -

家 族 訪 問 看 護 療 養 費 - - 46 441,700 

高 額 療 養 費 1,161 32,051,633 - -

薬 剤 支 給 180,171 1,087,119,474 - -

移 送 料 - - - -

直 営 保 健 給 付 - - - -

入 院 附 加 金 - - - -

一 部 負 担 金 払 戻 金 - - 3,654 97,477,209 

医 療 費 等 　計 544,792 5,629,923,155 5,565 150,027,009 

出 産 費 455 232,151,268 469 23,450,000 

家 族 出 産 費 89 45,190,783 102 5,100,000 

出  産  費  　計 544 277,342,051 571 28,550,000 

埋 葬 料 15 750,000 14 325,250 

家 族 埋 葬 料 13 650,000 13 782,000 

埋  葬  料  　計 28 1,400,000 27 1,107,250 

傷 病 手 当 金 1,108 171,882,768 94 20,436,692 

出 産 手 当 金 26 2,429,846 - -

休 業 手 当 金 4 30,230 - -

育 児 休 業 手 当 金 6,806 1,213,195,509 - -

介 護 休 業 手 当 金 154 22,514,978 - -

休業等手当金　計 8,098 1,410,053,331 94 20,436,692 

弔 慰 金 - - - -

家 族 弔 慰 金 - - - -

災 害 見 舞 金 4 1,670,000 - -

災 害 等 給 付　計 4 1,670,000 - -

合　　　　　　　計 553,466 7,320,388,537 6,257 200,120,951 

区　　　　　分
法定給付 附加給付
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⑶　長期給付

　　令和６年度の実績は次のとおりである。

　①　負担金率・掛金率

　②　収入状況

公務等給付負担金 0.0953 -

（単位：千分率）

区　　　分

負 担 金 率 掛 金 率

標 準 報 酬 月 額
標 準 期 末 手 当 等

標 準 報 酬 月 額
標 準 期 末 手 当 等

厚 生 年 金 保 険 料

基礎年金公的負担金 33.4 -

183.00（保険料・負担金合算）

区　　　分 金　　額 （円） 前年度比(%)
組 合 員 １ 人 当 た り

金　　額 （円） 前年度比(%)

追 加 費 用 率
（標準報酬月額）

退職等年金給付負担金 7.5 7.5

-

そ　　の　　他

義　　　　　務

1.5

経 過 的 長 期厚 生 年 金 

22.6 2.2

15.9

掛 金 9,968,595,432 103.24 634,336 101.79

利 息 ・ そ の 他 30,804,510 550.10 1,960 542.99

13,445,674,327 101.16 855,595 99.75

追 加 費 用 負 担 金 1,668,624,125 95.83 106,180 94.48

負 担 金

合　　　計 25,113,698,394 101.70 1,598,072 100.28
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　③　年金受給者数及び平均年金額（令和６年度末現在）

受給者数(人)

3,874

316

77

455

4,722

1,334

1,187

0

0

2,521

8,393

3,841

311

1

230

59

1,252

1,205

751

16,043

247

15

13

26

98

0

399

23,685

終 身 退 職 年 金 6,638

区　　　　　　　分 平均年金額　（円）

老 齢 厚 生 年 金 1,241,428

老 齢 厚 生 年 金 （ 特 別 支 給 ） 1,155,282

障 害 厚 生 年 金 963,917

遺 族 厚 生 年 金 1,148,343

〈 厚 生 年 金 計 〉 ―

有 期 退 職 年 金 12,359

退 職 共 済 年 金 （ 職 域 加 算 額 ） 229,768

退職共済年金（特別・職域加算額） 192,917

公 務 遺 族 年 金 0

〈 年 金 払 い 退 職 給 付 計 〉 ―

公 務 障 害 年 金 0

退 職 共 済 年 金 （ 既 裁 定 ） 1,762,368

障 害 共 済 年 金 （ 職 域 加 算 額 ） 220,403

遺 族 共 済 年 金 （ 既 裁 定 ） 1,656,643

退 職 共 済 年 金 （ 追 加 費 用 ） 1,545,947

障 害 共 済 年 金 （ 既 裁 定 ） 1,111,416

遺 族 共 済 年 金 （ 職 域 加 算 額 ） 172,110

遺 族 共 済 年 金 （ 追 加 費 用 ） 1,713,537

〈 新 共 済 年 金 ・ 職 域 加 算 額 計 〉 ―

退 職 年 金 2,808,867

減 額 退 職 年 金 1,720,351

通 算 退 職 年 金 1,204,237

〈 旧 共 済 年 金 計 〉 ―

〈 計 〉 ―

障 害 年 金 2,030,449

遺 族 年 金 1,256,764

通 算 遺 族 年 金 0
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⑷　保健事業

　　令和６年度の保健事業の実施状況は次のとおりである。

（単位：円）

⑸　貸付事業

　　令和６年度の貸付事業は次のとおりである。

（単位：千円）

1,40070,700 葬 祭 貸 付

100,532

1

258,932合 計

出 産 貸 付

0

0

0

0

118

高額医療貸付

予　算　額 支　出　額

9,788,000

233,288,000

22,251,000

結 婚 貸 付

0災 害 貸 付

医 療 貸 付 1,200

1,700

0

1

1

貸付種類 金額

83,400 0

貸付種類

一 般 貸 付

金額

住宅災害貸付

件数

0

2,220,000

222,000

561,000

561,000

415,000

560,000

19,667,000

41,305,000

583,000

13,668,000

1,500,000

368,489,000

51,706,000

7,902,559

188,315,615

17,700,924

15,458,584

26,354,752

412,610

13,557,880

1,080,000

221,009

561,000

561,000

352,000

559,520

1,732,283

147,000

770,000

450,000

790,000

4,860,000

2,008,000

660,000

10,175,000

41,062,067

768,600

450,000

789,739

3,555,007

291,118,655

13,388

8,759,850

939,285

999,900

73,150

特
定
健
診
等
事
業

健
診
事
業

健
康
づ
く
り
事
業

一
般
事
業

実　施　状　況

特定健康診査

人間ドック・脳ドック（40歳以上）

特定保健指導

健診事業に係る事務費等

人間ドック

脳ドック

婦人科検診

歯科健診

保護者対応セミナー

女性のための健康セミナー

生涯生活設計セミナー

育児支援セミナー

へき地組合員関係（診療交通費等補助等）

スポーツ施設利用補助

予防接種補助

健診事業に係る事務費等

健康づくり事業に係る事務費等

介護講座

2,040,000

種　　類

件数

68

9

38

男性のための健康セミナー

RIZAP式（導入編）セミナー

マインドフルネスセミナー

教職員等メンタルヘルス相談

若年者対象保健指導

合　　計

特定健診等事業特別配分額

区分

教 育 貸 付

住 宅 貸 付
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